
（平成２２年３月10日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認秋田地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

秋田厚生年金 事案 702 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ工場における資

格取得日に係る記録を昭和 32 年４月１日、資格喪失日に係る記録を同年

10 月 10 日と訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 2,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 32 年４月１日から同年 10 月 10 日まで 

私は、昭和 32 年と 33 年の２回、春から秋まで、Ｃ都道府県のＡ株

式会社Ｂ工場に同じ集落の６人と弟と一緒に８人で出稼ぎに行った。

一緒に行った集落の人や弟には、いずれの年も厚生年金保険の加入記

録があるのに、私には申立期間（32 年）の加入記録が無いことに納得

がいかないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言から、申立人は、申立期間において、Ａ株式会社Ｂ工

場に勤務していたことが推認できる。 

また、申立人と一緒にＡ株式会社Ｂ工場へ出稼ぎに行った同じ集落の６

人及び申立人の弟は、「出稼ぎ者は全員が厚生年金保険に加入してい

た。」と証言している上、これらの７人は、申立期間において厚生年金保

険に加入していることが確認できる。 

さらに、申立期間当時、Ａ株式会社Ｂ工場で社会保険事務を担当してい

た元事務員は、「出稼ぎ者は、全員を厚生年金保険に加入させていた。」

と証言しているところ、申立人及び申立人の同僚が記憶している当時の出

稼ぎ者数は、同社Ｂ工場における当時の出稼ぎ者であったとみられる厚生



                      

  

年金保険の被保険者数とおおむね一致している。 

これらを総合的に判断すると、申立人が申立期間において、Ａ株式会社

Ｂ工場に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたものと認められる。 

   また、申立人の申立期間の標準報酬月額については、一緒に出稼ぎに行

った同僚のＡ株式会社Ｂ工場における当該期間の社会保険事務所（当時）

の記録から、１万 2,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、Ａ株式会社Ｂ工場は既に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっており、確認できる資料は無いが、申立期間及びその前後の

健康保険厚生年金保険被保険者名簿の健康保険番号に欠番が見当たらない

ことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたとは考えられな

い上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された

場合には、その後、被保険者資格の喪失届を提出する機会があったことと

なるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しない

とは通常の処理では考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格

の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る昭和 32 年４月から同年９月までの保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 



                      

  

秋田厚生年金 事案 703 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主は、申立人が昭和 46 年４月 23 日に厚生年金保険被保険者資格を

取得し、同年４月 30 日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったことが認められることから、申立人に係るＡ株式

会社における厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、３万 3,000 円とすることが

妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 46 年４月 23 日から同年７月１日まで 

昭和 45 年 12 月にＢ株式会社に採用され、46 年４月から同年６月ま

で、関連会社のＡ株式会社で研修を受け、同年７月から本格稼働とな

ったＣ市町村の工場に勤務した。厚生年金基金連合会（現在は、企業

年金連合会）の記録では、46 年４月 23 日から基金に加入している。申

立期間は、厚生年金保険に加入しているはずなので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ株式会社が保管するＤ健康保険組合に係る申立人の「健康保険被保険

者資格取得確認および標準報酬決定通知書」、及び「健康保険被保険者資

格喪失確認通知書」並びに複数の同僚の証言から、申立人が申立期間にお

いてＡ株式会社に勤務していたことが確認できる。 

また、企業年金連合会が保管する｢Ｅ厚生年金基金加入台帳｣の記録から、

申立人は、申立期間のうち、昭和 46 年４月 23 日に同基金の加入員として

の資格を取得し、同年４月 30 日に資格を喪失したことが確認できる。 

さらに、Ａ株式会社の労務担当者は、「厚生年金保険、厚生年金基金及

び健康保険組合に係る当時の届出様式は、複写式であった。」と証言して

おり、Ｅ厚生年金基金及びＤ健康保険組合における申立人の資格取得日は、

一致している。 



                      

  

一方、申立期間のうち、昭和 46 年４月 30 日から同年７月１日までの期

間については、Ｅ厚生年金基金の記録においても申立人の加入記録は無く、

当該期間の厚生年金保険料について、事業主により給与から控除されてい

たことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに保険料が控除され

ていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

事業主は、申立人が昭和 46 年４月 23 日に厚生年金保険被保険者資格を取

得し、同年４月 30 日に同資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行

ったことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＤ健康保険組合に

係る「健康保険被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書」の記録

から、３万 3,000 円とすることが妥当である。 

 

 



                      

  

秋田国民年金 事案 640 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 42 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 42 年３月まで 

時期についてははっきりしないが、未納期間がある場合の年金の受

給額について、町内会の旅行で一緒になった民生委員の奥さんに相談

し、民生委員の年金受給額を聞いた。その後、民生委員から、「免除

期間の保険料をそのままにしておくと、将来年金受給額が少なくなる

ので、全部納めた方がよい。」と助言を受け、申立期間（免除期間）

の夫婦二人分の保険料を一括で集金人に追納した。領収書はもらわな

かったが、納付した記録になっていないことに納得がいかないので調

査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、「当初は、申請免除期

間だったが、後で集金人に追納した。」と主張するところ、Ａ市町村では、

「資料が無いので確認できないが、Ａ市町村では現年度保険料以外の保険

料は、収納していなかったと思う。」と回答している上、当時の集金人は、

「現年度保険料以外の保険料は集金したことがない。」と証言している。 

また、申立人は、申立期間の保険料を追納した時期について、「民生委

員をしていた人の奥さんから、その人の年金受給額を聞いてからであっ

た。」と述べているところ、当該民生委員が国民年金の受給を開始した時

期は、昭和 51 年７月以降であることが確認でき、その時点で、申立期間

のうち、36 年４月から 41 年６月までの保険料は、国民年金法第 94 条の

規定により追納することができない。 

さらに、申立人は、追納した保険料の金額について記憶が無い上、申立

人が申立期間の保険料を追納したことを示す関連資料（家計簿、確定申告



                      

  

書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を追納したことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



                      

  

秋田厚生年金 事案 704 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 19 年 10 月 10 日から 21 年４月１日まで 

 私は、父親の知人の紹介で昭和 19 年 10 月 10 日からＡ有限会社に住

み込みで勤めた。Ｂ業務担当の上司の下で働いた。厚生年金保険の加入

記録が 21 年４月からとなっているので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が自身より半年後に入社したと記憶する同僚３人の入社日は、同

僚の証言から昭和 20 年４月であるとうかがえることから、申立人は、申

立期間において、Ａ有限会社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、辞令等から、申立期間において、Ａ有限会社に勤務して

いたことが確認できる社員４人のうち、厚生年金保険の加入記録がある３

人の被保険者資格の取得日は、一人が入社して６か月後、二人が入社して

１年後であることが確認できる。 

また、Ａ有限会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録によ

れば、同社では、昭和 19 年 12 月１日に７人が被保険者資格を取得した後、

21 年４月１日に申立人を含む 10 人が資格を取得するまでの間は、一人も

資格を取得した者がいないことが確認できる。 

さらに、Ａ有限会社では、当時の給与台帳等の資料を保管しておらず、

当時の事務手続について記憶している者もいないため、申立人の勤務実態

や保険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、控除さ

れていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

秋田厚生年金 事案 705 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年４月から 32 年３月２日まで 

          ② 昭和 37 年８月 10 日から 40 年２月 22 日まで 

          ③ 昭和 40 年３月 27 日から同年 12 月１日まで 

私は、申立期間①については、Ａ事業所でＢの仕事、申立期間②につ

いては、株式会社ＣでＤの仕事、申立期間③については、Ｅ市町村のＦ

事業所でＧの仕事をしていた。 

これらの期間の厚生年金保険の加入記録が無いので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が当時の上司であったと記憶する者の証

言により、申立人は、Ａ事業所において勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、上記の上司は、自身がＡ事業所に勤務し、Ｂ業務に従

事していたことを記憶しているが、申立人に係る勤務の状況等について

は記憶しておらず、申立人も当該上司以外の同僚及び自身の勤務状況等

について記憶していない。 

また、申立期間①において、Ａ事業所の厚生年金保険被保険者となっ

た者のうち、連絡先が判明した３人からは、申立人と勤務地が異なるた

め、申立人に係る勤務状況等について確認できない。 

 さらに、Ａ事業所は、当時の資料を保管していないため、申立人の勤

務実態及び保険料の控除については不明であるとしている。 

加えて、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認し

たが、申立期間において申立人の加入記録は無く、健康保険番号に欠番

も見当たらない。 

  ２ 申立期間②について、株式会社Ｃの回答から、申立人が同社に勤務し



                      

  

ていたことが確認できる。 

しかしながら、社会保険事務所（当時）の記録によると、株式会社Ｃ

は昭和 38 年 10 月 21 日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申

立期間②のうち、37 年８月 10 日から 38 年 10 月 20 日までの期間につ

いては、適用事業所ではないことが確認できる。 

また、株式会社Ｃは、「申立人は、１、２か月程度の臨時の就労者で

あったので、厚生年金保険及び雇用保険に加入させていなかった。」と

回答している。 

さらに、株式会社Ｃに係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認

したが、申立期間において申立人の加入記録は無く、健康保険番号に欠

番も見当たらない。 

３ 申立期間③について、申立人が記憶する取引先の事業所が所在したこ

とが確認できることから、申立人はＦ事業所に勤務していたことが推認

できる。 

しかしながら、Ｅ市町村内に所在地があるＦ事業所及び類似名称の事

業所が、厚生年金保険の適用事業所であったことは確認できない上、法

人登記についても確認できない。 

また、申立人は、事業主及び当時の同僚の氏名を記憶しておらず、申

立人の勤務状況等について確認できない。 

４ このほか、申立人が申立期間①から③までの厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は

無く、控除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

秋田厚生年金 事案 706 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40 年 11 月ごろから 41 年３月ごろまで 

         ② 昭和 41 年 11 月ごろから 42 年３月ごろまで 

         ③ 昭和 42 年 11 月ごろから 43 年３月ごろまで 

         ④ 昭和 44 年 11 月ごろから 45 年３月ごろまで 

         ⑤ 昭和 45 年 11 月ごろから 46 年３月ごろまで 

         ⑥ 昭和 46 年 11 月ごろから 47 年３月ごろまで 

         ⑦ 昭和 50 年ごろから 53 年ごろまで 

私は、申立期間①から③まではＡ株式会社に、申立期間④及び⑤はＢ

株式会社に、申立期間⑥はＣ株式会社Ｄ工場に出稼ぎに行って、申立期

間⑦はＥ株式会社と株式会社Ｆに勤務していた。勤務期間や当時の状況

について明確に記憶しているわけではないが、厚生年金保険に加入して

いたと思うので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①及び②について、同僚の証言から、期間は特定できないが、

申立人は、Ａ株式会社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、申立人が自身と同様に出稼ぎであったと記憶する同僚

３人についても、Ａ株式会社における厚生年金保険の加入記録は無く、

このうちの一人は、「私は出稼ぎだったので、厚生年金保険に加入して

いないと思っていた。」と証言している。 

また、申立期間①及び②当時、Ａ株式会社の社会保険事務を担当して

いた社員は、「出稼ぎの従業員は、厚生年金保険に加入させていなかっ

たと思う。」と証言している。 

さらに、申立期間③について、申立人は、Ａ株式会社とは別の事業所



                      

  

において厚生年金保険に加入していることが確認できる。 

２ 申立期間④について、同僚の証言から、申立人は、Ｂ株式会社に勤務

していたことが推認できる。 

しかしながら、申立期間④については、申立人が自身と同様に出稼ぎ

であったと記憶する同僚二人についても、Ｂ株式会社における厚生年金

保険の加入記録は無く、昭和 45 年より前において出稼ぎ労働者を雇用

していたと考えられる期間（11 月に資格取得し翌年４月に資格喪失）

において、出稼ぎ者の厚生年金保険の被保険者資格の取得者はみられな

い。 

また、申立期間⑤について、申立人は、Ｂ株式会社とは別の事業所

（事業所名は不明であるが、Ｇ公共職業安定所管内の事業所）において

雇用保険に加入していることが確認できる。 

３ 申立期間⑥について、申立人は、「Ｃ株式会社Ｄ工場に出稼ぎに行っ

ていた。」と主張するところ、当該期間に別の事業所（事業所名は不明

であるが、Ｇ公共職業安定所管内の事業所）において雇用保険に加入し

ていることが確認できる。 

また、申立人が一緒にＣ株式会社Ｄ工場に出稼ぎに行ったと記憶する

同僚二人のうち、同事業所で厚生年金保険の加入記録が確認できる一人

は、「Ｃ株式会社Ｄ工場で申立人とは一緒に勤務していない。」と証言

している。 

４ 申立期間⑦について、同僚の証言から、申立人は、Ｅ株式会社及び株

式会社Ｆに交互に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、申立人が一緒にＥ株式会社に勤務していたと記憶する

同僚も、同社での厚生年金保険の加入記録は無く、この同僚は、「臨時

の作業員は厚生年金保険に加入していなかった。」と証言している。 

また、オンライン記録から、株式会社Ｆは、昭和 56 年４月１日に厚

生年金保険の適用事業所となっており、申立期間⑦当時は適用事業所で

はないことが確認できる上、申立人が一緒に同社に勤務していたと記憶

する同僚も、同社での厚生年金保険の加入記録は無いことが確認できる。 

５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 


